
 スクールバス管理運行業務委託契約書（案）

スクールバス管理運行業務の委託について、沖縄県立那覇みらい支援学校 校長 

粟國 静夫（以下「甲」という。）と○〇○○（以下「乙」という。）とは次の条項により契

約を締結する。 

（総則） 

第１条 甲は、児童生徒の通学等の便宜と安全を図るため、甲が所有するスクールバスの管理及

び運行業務（以下「委託業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

２ 乙は、甲の指示に従い、別紙仕様書に基づき、スクールバスの登下校及び学校行事等の運行

に際し、次条に記載する委託業務を誠実に遂行しなければならない。 

（委託業務内容） 

第２条 委託業務の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 管理自動車の運行計画の企画及び立案 

⑵ 管理自動車の運転（燃料の給油、臨時便、法定点検時等の運転も含む） 

⑶ 燃料（油脂）等の給油及び購入 

⑷ タイヤの交換及び購入 

⑸ 備品・消耗品の補充交換・保管管理 

⑹ 車両管理業務（管理車両の保清・整備・修理、始業終業点検、車検、法定点検等） 

⑺ 管理運行日誌、車両管理カード等記入による運行業務の報告 

⑻ 事故等に対する処理及び補償に関する一連業務 

⑼ 昇降時のスロープ板操作及び車いすの固定（該当車両のみ） 

⑽ 緊急時、雨天時等の介補助業務 

⑾ 緊急時の代替車両手配、運行 

⑿ 年に数回程度実施する緊急時シュミレーションへの参加 

⒀ 陸運事務所への整備管理者届出の提出（必要な場合） 

⒁ その他、前各号に付帯する事項 

（委託期間） 

第３条 委託の期間は、令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までとする。 

（委託料） 

第４条 委託業務の委託料は、○○○円とする。 

うち取引に係る消費税及び地方消費税○○○円 

収 入 

印 紙 

印



（注） 「取引に係る消費税額及び地方税消費税額」は、消費税法第 28条第１項及び第 29

条の規定並びに地方税法第 72 条の 82 及び第 72条の 83 の規定に基づき算出したもの

で、契約金額に 110 分の 10 を乗じて得た額である。 

（基本委託料） 

第５条 甲は、乙に対し別に定める基本委託料（月額）を支払うものとする。 

２ 基本委託料（月額）は、別に定める基本管理時間及び基本走行距離に対応する委託業務を対

象とし、第４条の委託料に対する月平均額とする。 

３ 管理時間の開始と終了は、管理自動車の運行前点検から運行終了点検・清掃・運行日誌（運

行管理カード）の記入終了までとする。 

４ 交通状況（渋滞や交通規制等）や台風等自然災害に起因する基本管理時間及び走行距離の変

更による基本委託料の増減はないものとする。 

５ 委託業務の開始又は終了の場合において、管理時間に１箇月未満の端数が生じたときの当該

時間の委託料は、基本委託料に当該期間の暦日分の１相当額を１日分として算出した金額と

する。 

（契約保証金） 

第６条 乙が甲に預託すべき契約保証金は、沖縄県財務規則第 101 条第２項第〇号により 

 

（基本管理時間外の管理・運行） 

第７条 前条第４項の事由以外による基本管理時間外の管理・運行については、甲乙協議のうえ

決定する。 

（管理日外の管理・運行） 

第８条 委託管理日外とする日は、日曜日、土曜日、祝日、学校の休校日等とする。 

（学校の年間行事計画表により当該日が登校日に指定されている場合を除く） 

２ 管理日外における臨時便の管理・運行については、甲乙協議のうえ決定する。 

（請求方法） 

第９条 乙は、甲に対し毎月 10 日までに請求書及び車両管理運行実績報告書により、前月分の

委託料を請求するものとする。 

（委託料等の支払い） 

第 10 条 第４条及び第５条の委託料については、甲は乙の作成する毎月末締切の請求書及び車

両管理運行実績報告書に基づき、翌日末日までに乙の指定する銀行口座等に振り込むものと

し、振込手数料は乙の負担とする。 



（経費区分） 

第 11 条 車検及び自動車損害賠償責任保険・重量税、スペアタイヤ等の常備品の購入費、車両

修理費（経年劣化によるものに限る）については、甲の負担とする。 

２ 任意保険料、車両一般整備・修理費（経年劣化によるものを除く）、３・６・９月点検整備

費、燃料費、管理者（運転士）の人件費・健康診断費・被服費、代務管理者の人件費、事務

手続きの代行費、一般管理費については、乙の負担とする。 

（委託料の変更） 

第 12 条 この契約期間中に、前条における管理自動車の変更、公租公課の変更や物価の変動等

の事情が生じても、委託料の変更はないものとする。 

（管理自動車の変更及び代替車両の措置） 

第 13 条 甲は、この契約期間中に契約に定める管理自動車を変更しようとするときは、あらか

じめ乙に通知しなければならない。 

２ 乙は、乙の責めに帰すべき事由により運行に支障が出る可能性がある場合は、代替車両につ

いて速やかに甲と協議するものとする。代替車両を乙が措置した場合、乙は、第４条の委託

料以外に代車等に係る費用を甲に対して別途請求することはできない。また、甲が措置した

場合は、その費用を負うものとする。 

（運行管理責任者及び運行管理者） 

第 14 条 乙は、委託業務を行うため、運行管理責任者及び運行管理者（運転士）を定め、あら

かじめ甲に通知する。 

２ 運行管理責任者は、乙の委託業務実施の責任者であり、甲の注文、連絡等を受け、運行管

理者に対する日常業務の指示、指揮命令に当たる。 

３ 運行管理者は、運行管理責任者の指示、指揮命令に基づき委託業務を実施する。 

４ 運行管理者は、大型免許を保有し、大型バスの運行に係る３年以上の実務歴があり、かつ

３年間無事故であるものでなければならない。 

５ 乙は、運行管理者の履歴書及び免許証の写しをあらかじめ甲に提出する。 

６ 乙は、運行管理者には、あらかじめ健康診断を受診させなければならない。 

７ 甲は、運行管理責任者又は運行管理者が不適当であると認めたときは、乙に対し理由を付

してその者の変更を求めることができる。 

８ 運行管理責任者は、委託業務を行うに当たり、甲の注文が安全運行上支障があると認める

ときは、甲に対し、理由を付してその改善を求めることができる。 

（善管注意義務） 

第 15 条 乙は、委託業務を行うに当たっては、道路交通法、道路運送法、道路運送車両法等の

運送に係る各種法規、労働基準法、労働安全衛生法、雇用保険法等の労働及び社会保険に係



る各種法規を遵守するとともに、運行管理責任者及び運行管理者の適正な配置、指揮監督及

び教育指導を行い、善良な管理者の注意をもって業務を実施しなければならない。 

（事故等の報告及び処理） 

第 16 条 乙は、委託業務の実施中に事故等が生じたときは、速やかにその旨を甲に報告し、甲

と協議の上事故処理等に当たるものとする。 

（秘密漏洩の防止及び個人情報の保護） 

第 17 条 甲乙双方は、この契約に定める委託業務の遂行上及びこれに関連して知り得た秘密を

漏らしてはならない。特に乙は、あらかじめ運行管理責任者及び運行管理者に、秘密漏洩の

防止について十分に教育するものとする。 

２ 乙は、この契約による業務を実施するため個人情報を取り扱う場合は、別記「個人情報取扱

特記事項」を遵守しなければならない。 

（管理自動車の目的外使用の禁止） 

第 18 条 乙は、管理自動車を委託業務以外の目的に使用してはならない。 

（管理自動車の現状確認等） 

第 19 条 委託業務の開始に先立ち、又は委託業務の満了時若しくは管理自動車の変更にあって

は、甲乙双方は、管理自動車の現状を自動車点検確認表により詳細に相互確認するものとす

る。 

２ 乙は、委託業務の満了日においては、次回からの正常な運行開始のため入念な点検整備を行

い、必要消耗品等の交換を行うものとする。 

（引き継ぎ） 

第 20 条 乙は、契約者が変更になった場合、車両の点検整備・操作方法等に際し必要な事項に

ついて、書面により十分な引き継ぎを行うものとする。 

（権利義務の譲渡禁止） 

第 21 条 乙は、この契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承してならな

い。ただし、甲の承諾を得たときは、この限りではない。 

（損害賠償） 

第 22 条 乙は、次の事由が生じたときは直ちに損害を賠償しなければならない。 

⑴ 乙が委託業務の実施に関し、乙の責めに帰すべき事由により、甲又は第三者に損害を与え

たとき。 



⑵ 次条第１項の定めによりこの計画が解除された場合において、乙が甲に損害を与えたと

き。 

２ 乙は、管理自動車に係る自動車保険の対象となる対人、対物、搭乗者及び自動車（車両）の

事故については、その損害に対する賠償責任を負い、かつ、これに伴う一切の費用及び一連

の処理業務の責任を負う。 

３ 次条第２項の定めによりこの契約が解除された場合において、解除された者は、その相手方

に与えた損害を賠償しなければならない。 

（契約の解除） 

第 23 条 甲は、乙が次の各号に該当するときは、いつでもこの契約を解除することができる。 

⑴ 乙が行う業務が、著しく不誠実であると認められ、またはこの契約を誠実に履行する意志

がないと認められるとき。 

⑵ 乙の責めに帰すべき事由により、契約の全部又は一部を履行する見込みがないとき。 

２ 甲及び乙は、その相手がこの契約に違反したときは、いつでもこの契約を解除することがで

きる。 

（特約事項） 

第 24 条 この契約に定めがない事項で約定する必要事項が生じたときは、甲乙協議のうえ別に

約定するものとする。 

（協議事項） 

第 25 この契約の条項について解釈上疑義が生じた事項及び契約に定めのない事項について

は、甲乙協議のうえ誠意をもって解決するものとする。 

この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

令和○○年○月○日 

甲  沖縄県那覇市古波蔵 4 丁目 10 番 17 号                  

沖縄県立那覇みらい支援学校  

                                校 長  粟 國  静 夫        印  

  

乙  〇〇〇〇                  

〇〇〇〇                  

〇〇〇〇                   印  
  



個人情報取扱特記事項 

（基本事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができると認められる

もの。以下同じ）の保護の重要性を認識し、この契約による業務を行うに当たっては、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。 

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業務の目的を達成するため

に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 

第４ 乙は、この契約に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失及び棄損の防止その他の個人

情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第５ 乙は、甲が指示したときを除き、この契約による業務に関し知り得た個人情報を、契約の目的以

外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６ 乙は、甲が承諾したときを除き、この契約による業務を行うため甲から受けた個人情報が記録さ

れた資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 

第７ 乙は、甲が承諾したときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務については、自ら行う

ものとし、第三者に委託してはならない。 

（資料の変換） 



第８ 乙は、この契約による業務を行うため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し,若しくは作成し

た個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとす

る。ただし、甲が別に指示したときはその指示に従うものとする。（従事者への周知） 

第９ 乙は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても、当該業務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は当該業務の目的以外の目的に使用しては

ならないことなど、個人情報の保護に関し必要な事項を周知しなければならない。 

（調査） 

第 10 甲は、乙が契約による業務を行うに当たり、取り扱っている個人情報の状況について、随時調査

を行うことができる。 

（事故報告） 

第 11 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに

甲に報告し、その指示に従うものとする。 

（罰則） 

第 12 この契約に関する個人情報の取扱いに関しては、「沖縄県個人情報保護条例」の罰則規定の適用

を受ける。 

【沖縄県個人情報保護条例】※抜粋 

第 66条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第 11条第２項の委託を受けた事務若しくは指

定管理者が行う公の施設の管理業務に従事している者若しくは従事していた者が、正当な理由が

ないのに、個人の秘密に属する事項が記録された公文書又は指定管理者が管理している文書（公

の施設の管理業務に関するものであって、図画及び電磁的記録を含む。次条において同じ。）であ

って、一定の事務の目的を達成するために特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することが

できるように体系的に構成したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を

提供したときは、２年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

第 67条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報又は指定管理者が管理して

いる文書に記録された個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗

用したときは、１年以下の懲役又は 50万円以下の罰金に処る。 

 

 

 



沖縄県立那覇みらい支援学校スクールバス管理運行業務委託仕様書 

この仕様書は、沖縄県立那覇みらい支援学校が委託するスクールバス管理運行業務について

の大要を定めるものである。 

受託者は、この仕様書に記載されていない事項についても、現場の状況に応じ、誠意をもっ

て業務を履行しなければならない。 

１ 受託業務車両 

受託者は、受託するスクールバスの管理運行業務（以下「管理運行業務」という。）を履行す

るため、学校（県）所有の次に定める車両を管理運行するものとする。 

 

２ 管理運行業務の内容受託者が履行する管理運行業務の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 管理自動車の運行計画の調整・助言（基本計画は学校作成） 

⑵ 管理自動車の運転（燃料の給油、臨時便、法定点検時等の運転も含む） 

⑶ 燃料（油脂）等の給油及び購入（尿素水（アドブルー）を含む） 

⑷ タイヤの交換及び購入 

⑸ 車載備品・消耗品の補充交換・保管管理 

⑹ 車両管理業務（管理車両の保清･整備･修理、始業終業点検等） 

⑺ 自動車等運行管理簿記入による運行業務の報告 

⑻ 事故等に対する処理及び補償に関する一連業務 

⑼ 昇降時のスロープ板操作及び車いすの固定（該当車両のみ） 

⑽ 緊急時、雨天時等の介助補助業務 

⑾ 緊急時の代替車両手配、運行 

⑿ 年に数回程度実施する緊急時シュミレーションへの参加 

⒀ 陸運事務所への整備管理者届出の提出（必要な場合） 

⒁ その他、前各号に付帯する事項 

３ 経費区分 

⑴ 委託者（学校）が負担する経費は次のとおりとする。 

① 自動車検査手数料（印紙代） 

② 自動車損害賠償責任保険料 

③ 重量税 

④ スペアタイヤ 

⑤ 車椅子固定用ベルト 

⑥ 救急用品等の常備品購入費 

⑦ 介助員の業務連絡用電話料 

⑵ 受託者が負担する経費が次のとおりとする。 

① 任意保険料 

② 車両一般整備・修理費（ラジエーター・タイヤ・バッテリー等の一切） 

車両登録番号 車両形式 車両の長さ 年式 

沖縄 200 は 367   長尺（11.130 ㎜） 令和４年３月 

沖縄 200 は 365  長尺（11.130 ㎜） 令和４年３月 

沖縄 200 は 362  標準（10.430 ㎜） 令和４年３月 

沖縄 200 は 364  長尺（11.130 ㎜） 令和４年３月 



③ 法定定期点検整備費（法定３月定期点検、法定点検） 

④ 燃料費（尿素水（アドブルー）を含む） 

⑤ 運転士の人件費・健康診断費・被服費・マスク、代務管理者の人件費 

⑥ 事務手続きの代行費 

⑦ 運転士用の携帯電話の装置費及び通信費 

⑧ 一般管理費 

⑨ 受託者の責めに帰すべき理由により発生した事故等に係る損害賠償の全て 

４ 契約方法 

管理運行業務の委託に係る契約方法については、３の経費及び運行時間、運行距離に基づい

て定めた年間委託料による契約とする。 

５ 運行区間・乗車人員・停留所等 

⑴ 運行区間・乗車人員・停留所等は、別に定める「那覇みらい支援学校スクールバス運行

計画」及び「運行経路図」によるものとし、その細部については、学校と協議するもの

とする。また、児童・生徒の利用停留所の状況によりコースの変更が生じた場合には甲

乙協議のうえ決定する。 

⑵ 学校行事等に係る運行については、別途、「（行事名）実施計画」による運行計画に基づ

き、その都度学校と協議するものとする。 

６ 運転士の確保 

受託者は、２の管理運行業務を履行するため、この業務に適任の運転士を措置しなければな

らない。また運転士については、管理運行する車両を特定するよう努めなければならない。 

７ 服務規律 

受託者は、細心の注意をもって管理運行業務にあたり、児童生徒に対しては、教育の場にふ

さわしい態度で対応しなければならない。 

８ 試走及び研修会等の実施 

受託者は、運行に携わる際に、学校が指定する日時において、運行コースを試走するととと

もに、運転士に対して安全運行や緊急時の対応、特別支援学校の児童生徒の特性や配慮事項等

の理解に務めるものとする。これらの費用は本委託契約に含むものとする。 

９ 車両運行の際の留意事項 

受託者は、児童生徒が乗車又は下車した後のスクールバスの発車の時期など、車両を運行す

る際に必要な事項については、添乗する学校職員と協議のうえ適切に対応するものとする。 

10 車両の管理・保管場所 

⑴ 受託者は、日常の車両点検（始業終業点検等）・整備・清掃を確実に行わなければなら

ない。また車両の保管場所及び保管方法は、学校長の指示によるものとする。 

⑵ 長期休業中（夏休み・冬休み・春休み・ゴールデンウィーク等）は、４日に１度スクー

ルバスの始動点検を行う。 

11 事故発生時の処置及び事故処理 

受託者は、運行業務中、交通事故その他の緊急事態が発生したときは、直ちに適切な措置を

講じるとともに、学校長及び関係者に状況の報告をしなければならない。 

12 業務報告 

受託者は、自動車等運行管理簿、運行前点検簿、車両管理運行実績報告書を学校長に提出す

るものとする。 

⑴ 自動車等運行管理簿・・・・・運行日の当日に提出 



⑵ 運行前点検簿・・・・・・・・運行日の当日に提出 

⑶ 車両管理運行実績報告書・・・受託業務実施月の翌月 10 日までに提出 

13 任意保険 

受託者は、業務を受託する車両について下記の内容を含む任意保険に加入し、その写しを学

校長に提出しなければならない。下記内容以外にも受託者の判断により車両保険等を追加でき

るものとする。 

≪保険内容≫ 

対 人 対 物 搭乗者 無保険車傷害補償 

無制限 無制限 1,000 万円以上 ２億円 

14 受託業務の基本 

受託業務内容の履行に関する業務の流れは、全て下記を基準とする。 

（注文・連絡） 

（伺い・調整） 

（注文・連絡） 

（伺い・調整） 

委 託 者 （ 学 校

長） 
受託業者 

受託業者 運転士 





 


